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東京の都市鉄道ネットワークは高度成長期の大量輸送を目的とした整備から、郊外に拡がった通勤圏へ
の延伸や混雑緩和、速達性の向上などの目的が加わって充実が図られてきました。近年は人口減少と経
済の低成長が常態化する中、「世界から選ばれる都市」を目指す東京の都市機能の強化や、我が国の経
済成長のエンジンとして位置づけられる観光の促進に向けた国内旅行客やインバウンドの移動の利便性向
上、沿線の活性化につながる都心アクセス向上などを目的として新線整備が進められています。
●ターミナル駅のピーク時利用者はコロナ

前の9割超まで回復
新型コロナの感染拡大の防止のため、テレワークや時

差出勤などで「密」の回避が促されたことで鉄道利用者
が減少しましたが、5類感染症への移行などでアフターコ
ロナ時代との認知が拡がり、かつての日常生活を取り戻
す中で、2023年4月にはピーク時間帯の東京の主要ター
ミナル駅の利用者はコロナ前の9割を超すほどに回復し
ました※1［図表1］。働き方改革でテレワーク・ハイブリッド
ワークが定着した企業もあることから、コロナ前の水準に
は戻らない可能性もありますが、鉄道を利用する通勤通
学者の数はコロナ禍から増加しており、通勤通学以外の
利用も回復するとみられます。

●相模鉄道の東京都心への直通路線整備
2023年3月に相模鉄道と東急東横線及び東急目黒線

との間で直通運転を行う相鉄・東急直通線が開業しまし
た。西谷駅－新横浜駅間を「相鉄新横浜線」、新横浜駅
－日吉駅間を「東急新横浜線」として、横浜市西部および
神奈川県央部と東京都心部が直結したことで、所要時
間の短縮や乗換回数の減少によるアクセス性の向上が
実現し、沿線住民の新幹線の利用も便利になりました。
2019年11月には相模鉄道とJR東日本の東海道本線

とを直結する相鉄・JR直通線が西谷駅－羽沢横浜国大
駅間で整備され、相互直通運転により新宿・大宮方面へ
の直通が実現していました。
横浜駅を起点として横浜市郊外及び神奈川県中央
地域を結ぶ郊外型の路線を基盤とする相模鉄道は、関
東大手私鉄の中で唯一東京都心に乗り入れていません
でした。これらのプロジェクトは同社の「念願」の都心乗
り入れを実現したもので、新線部分をはじめとする沿線
地域における住宅供給などの不動産開発と合わせて、
都心に通勤する層などの移住・定住を獲得し、高齢化・
成熟化が進む沿線地域の若返りや活性化につながる可
能性があります。

●東京の国際競争力向上を図る新線の整備
現在東京圏で計画されている鉄道新線については、

国土交通省の交通政策審議会が、その下にある「東京
圏における今後の都市鉄道のあり方に関する小委員

会」における議論を経て、2016年4月20日に行った答申
第198号において整備方針が示された路線が主なもの
です。この答申では機能別に「国際競争力の強化に資
する鉄道ネットワークのプロジェクト」、「地域の成長に応
じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」、「駅
空間の質的進化に資するプロジェクト等」に区分され、関
係者による検討が促されています。現在東京都心部に
おいて整備が進みつつある主な新線計画は以下のよう
に挙げられます。
①羽田空港アクセス線
JR東日本は（仮称）羽田空港アクセス線（東山手ルート

とアクセス新線）の整備事業の着工を発表しました。同
線は東海道線の田町駅付近と羽田空港新駅（仮称）との
間、約12.4kmを2031年度までに整備するもので、東京駅
から羽田空港への所要時間は約18分に短縮されます。
羽田空港は2010年10月の再国際化以降、発着枠の拡
大もあって国際線の乗客数が急増し、コロナ前の2019年
には1,854万人を数え10年で約7倍に増加しました。コ
ロナ禍で激減したインバウンドは、昨秋の水際対策の大幅
緩和によって急速な回復を見せており、政府はインバウン
ドについて、2025年までに2019年実績の3,188万人を超
えることを目標としています。新線の整備は、便利な空港
アクセスにより観光や国際ビジネスの拠点としての東京の
競争力向上を支える基盤になると考えられます。
②有楽町線延伸（豊洲・住吉間）
2022年3月に豊洲駅－住吉駅間の東京メトロ有楽町

線延伸の鉄道事業が国土交通大臣により許可され、
2030年代半ばの開業に向けて着手されています。本事
業により、国際競争力強化の拠点に位置付けられる臨
海副都心と都区部東部の観光拠点や東京圏東部・北部
地域とのアクセス利便性の向上及び京葉線や東西線の
混雑緩和が期待されています。
路線延長は約5.2kmで、豊洲駅－東陽町駅間には枝川

駅（仮称）、東陽町駅－住吉駅間には千石駅（仮称）の2つ
の中間新駅を設置予定です。新駅が整備されるエリアは
これまで鉄道空白地帯※2とされ、新駅周辺における再開
発や機能更新等が今後進むとみられます［図表2左］。
③南北線延伸（品川・白金高輪間）
②と同じく品川駅（仮称）－白金高輪駅間の東京メトロ

南北線延伸（分岐線）の鉄道事業も2030年代半ばの開

東京の鉄道新線整備の動向
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［図表1］テレワーク・時差出勤呼びかけ後のピーク時間帯の駅利用状況推移（首都圏・速報値）

［図表2］鉄道新線の概略ルート図（左：有楽町線延伸（豊洲・住吉間）、中央：南北線延伸（品川・白金高輪間）、右：都心部・臨海地域地下鉄構想

データ出所：国土交通省

出所：東京都ホームページ 出所：東京都ホームページ出所：江東区ホームページ

※１：4月末までに4月13日などで最高値「94」を記録
※２：最寄り駅まで徒歩10分（半径800m）以上の地域
※３：長期計画「『未来の東京』戦略（2021年3月）」より
※４：2040年代のベイエリアを実現するための実行戦略「東京ベイeSGまち

づくり戦略2022（2022年3月）」より

※�国土交通省が駅の利用状況の速報値として
公表

※JR東日本と大手民鉄（東武、西武、京成、京王、
　小田急、東急、京急、東京メトロ、相鉄）の主
　なターミナル駅における平日ピーク時間帯
　の自動改札出場者数の減少率の平均値
※数値は、呼びかけ前を100とした場合の指数
※「呼びかけ前」は、2020年2月17日の週の特
　定日
※ピーク時間帯は、各駅において7：30～9：30
　の間の1時間で最も利用者が多い時間帯
※主なターミナル駅は、東京、新宿、渋谷、品川、
　池袋、高田馬場、大手町、北千住、押上、日暮
　里、町田、横浜

業を目指して事業着手されています。本事業により、六
本木等の都心部とリニア中央新幹線の始発駅となる品
川駅や国際競争力強化の拠点である同駅周辺地区と
のアクセス利便性の向上が図られるとして、整備中の都
道「環状4号線」などの地下を活用したルートが検討され、
途中駅は設けられず、品川駅－六本木一丁目駅間の所
要時間が約10分短縮される見込みです。品川・高輪エ
リアはJR品川車両基地跡地に住宅やホテル、オフィス等
が入る4棟の高層ビル等を開発する「TAKANAWA�
GATEWAY�CITY」や、高輪3丁目の品川駅西口地区
などで大規模な再開発が進められており、新たなビジネ
スや交流等の拠点形成に新線も寄与すると考えられます
［図表2中央］。
④都心部・臨海地域地下鉄構想
東京駅と有明・東京ビッグサイト駅との間を地下鉄で結

ぶ構想で、答申第198号では事業性に課題があることや
常磐新線（TX）との直通運転化等を含めた検討の必要
性が説かれていました。その後、東京2020オリンピック・

パラリンピックの開催等、臨海部の開発や拠点化が進ん
だことで、東京都も臨海部を「世界から人と投資を呼び
込み、東京と日本の持続的成長を牽引する未来創造域
が形成」※3されるという将来像を示し、本路線を2040年
迄の実現を目指す取組み※4に位置付けました。事業計
画では東京駅から有明・ビッグサイト駅までの約6.1kmの
途中に新銀座、新築地、勝どき、晴海、豊洲市場の5駅を
設けるとしています（駅名は仮称）［図表2右］。既存路
線との乗り換えで臨海部のネットワークの強化が図られる
とともに、鉄道空白地帯の解消につながる晴海では居住
機能、築地や豊洲等ではMICE（会議・展示会等）や業
務・交流機能等を含めた再開発によるまちづくりに弾み
がつくと考えられます。

（以上、都市未来総合研究所　下向井 邦博）
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経済トレンド・ウォッチ

■ 景気の動向 （全国）

図1  景気動向指数

データ出所：内閣府「景気動向指数」

図2  景気ウォッチャーの景気判断指数

データ出所：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図3  企業の業況判断指数

注：「大企業」は資本金10億円以上、「中堅企業」は資本金1億円以上10億円未満、「中小企業」は資本金2千万円以上1億円未満
（　）内の数値は直近調査の3ヶ月後に関する予測値

データ出所：日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」
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【データ概要】
図1 景

（CI：コンポジット・インデックス）
気動向指数のCI指数	 ：CI指数は、景気の拡大・後退の大きさやテンポを示す。

景気先行指数は、景気一致指数より数ヶ月先行して動き、景気を予知するための指数。
景気一致指数は、実際の景気動向とほぼ一致して動き、景気の現状を示す指数。
景気遅行指数は、景気一致指数より数ヶ月遅れて動き、景気の変化を確認する指数。

図2	 景気ウォッチャーの景気判断指数	 ：景気の動きに敏感な職業の人を景気ウォッチャーに選び、街中の景気の現状や先行き
（ 2 , 3ヶ月先）について、景気ウォッチャーの判断による景気の方向性を示す指数。
（DI指数：50	=	変わらない・横ばい、50より高い=	良くなる、50より低い=悪くなる）

図3	 企業の業況判断指数	 ：業況が｢良い｣と答えた企業の割合から、｢悪い｣と答えた企業の割合を引いた値を
業況判断指数とするもの。｢良い｣と｢悪い｣の回答割合が同じ場合は｢0｣となる。
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■ 物価・雇用・金利等の動向 （全国）

図4  物価指数

データ出所：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」

図5  雇用情勢

注：図の値は季節調整値。完全失業率の2011年3月から8月は、岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果�

データ出所：総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

図6  主要金利

データ出所：日本相互証券、住宅金融支援機構及びみずほ銀行ホームページ公表資料
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【データ概要】
図4 消費者物価指数	 ：全国の家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価を時系列的に測定する指数。
	 国内企業物価指数	 ：企業間で取引される国内向け国内生産品の価格水準を示す指数。
図5	 完全失業率	 ：労働力人口（15歳以上で働く意志をもつ人）に占める完全失業者の割合。完全失業者は一定	

期間中に収入を伴う仕事に従事しなかった人で、実際に求職活動を行った人。
有効求人倍率	 ：公共職業安定所で扱う求職者１人に対する求人数。

図6	 長期固定金利型住宅ローン	 ：民間金融機関と住宅金融支援機構の提携商品｢フラット35｣の借入金利の最高。
 （保証型は含まない。2010年4月以降は融資率が9割以下の場合。2017年10月以降は融資
率が9割以下、新機構団信付きの場合）

短期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年未満貸付ける際の基準となる貸出金利。
長期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年以上貸付ける際の基準となる貸出金利。
長期国債新発債流通利回り	 ：金融機関や機関投資家などの間で取引される長期国債新発債の利回り。

注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成
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不動産市場トレンド・ウォッチ

図1	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：	「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。
 	「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

■ 東京圏

図1  用途別平均地価（前年比）

データ出所：国土交通省「地価公示」

図2  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）�
データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図3  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2022年12月末までの決算資料による。��

データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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【データ概要】

図2	 総人口	 ：	各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図3	 NOI評価額利回り	 ：	NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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【データ概要】

■ 主要大都市（札幌・仙台・名古屋・京都・大阪・神戸・福岡）

図4  		用途別平均地価（前年比）

データ出所：国土交通省「地価公示」

図5  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）�
データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図6  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2022年12月末までの決算資料による。��

データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成

図4	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：	「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。
 	「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

図5	 総人口	 ：	各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図6	 NOI評価額利回り	 ：	NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸	
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。	
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。

（％）
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 大阪の鉄道新線整備の動向

〈お 問 合 せ 先〉
宅地建物取引業：届出第２号 
所属団体： 一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会 

公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 

みずほ信託銀行株式会社

JR大阪駅の北側に隣接する「グラングリーン大阪（うめきた2期地区）」の地下に「JR大阪駅（うめきたエリア）」
が2023年3月18日に開業しました。これにより、南紀方面への特急「くろしお」や関西国際空港へのアクセス特
急「はるか」、おおさか東線の列車が大阪駅（うめきたエリア）地下ホームに乗り入れることになりました（JR東海
道線支線地下化）。また、大阪駅地下ホームとJR難波駅、南海新今宮駅をなにわ筋の地下を経由して結ぶ「な
にわ筋線」が2031年度春の開業を目指して事業中です。グラングリーン大阪は北街区のホテルやイノベーショ
ン施設などが2024年夏頃に、南街区のオフィスやホテル、商業施設などが2025年春頃に開業する予定で、約
4.5haの広大な公園を含む全体まちびらきは2027年度の予定です。大阪駅周辺では旧大阪中央郵便局跡地
を含む複合再開発の「JPタワー大阪」や大阪駅西側の「イノゲート大阪」が2024年に開業する他、阪急阪神
ホールディングスは大阪梅田駅周辺で大規模な再開発「芝田一丁目計画」を発表しており（完成時期未定）、新
たな鉄道インフラの整備が今後の梅田地区の成長に寄与すると考えられます。
2023年4月、大阪府・大阪市が推進するIR（統合型リゾート施設）の整備計画が国内で初めて認定されました。
大阪IRは臨海部「夢洲」の約49.2万㎡の敷地に設けられ、建設予定のMICE施設や劇場、高級ホテル、カジノ施
設など各施設の延床面積の合計は約77万㎡に上ります。IRの開業は2029年秋～冬頃に予定され、開業3年目
の来訪者数は年間1,987万人を見込んでいます。また、2025年4月からの半年間は夢洲を会場に2025年日本国
際博覧会（大阪・関西万博）が開催され、期間中は約2,820万人の入場者が見込まれています。夢洲へのアクセス
手段として複数の鉄道ルートが検討されていますが、大阪メトロ中央線が咲洲のコスモスクエア駅から夢洲駅（仮
称）まで約3.2km延伸される南ルートが、2025年春に開業する予定です（図表2中の「北ルート」については現在は
事業休止状態）。� （以上、都市未来総合研究所　下向井 邦博）

［図表1］なにわ筋線の概略ルート ［図表2］夢洲地区への鉄道アクセスルート

出所：夢洲まちづくり構想（大阪市）
（https://www.city.osaka.lg.jp/osakatokei/page/0000286607.html）

出所：関西高速鉄道株式会社ホームページ




